
分野１　女性

担当課 単位 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R４年度
R５年度
現状値

R８年度
目標値

R５
R８

達成状況 現状分析 現状の課題 今後の施策展開 参考資料・データの出典

環境生活課 ％ 34.9 23.2 37.0 未達成
平成27年度から11.7ポイン
ト低下し、目標値も13.8ポ
イント達成できなかった。

平成27年度から11.7ポイン
ト低下した。「男性の方が優
遇」と回答した人の割合が前
回調査と比較して、9.9ポイ
ント増加した。

「平等になっている」と回答
した人の割合は、男女ともに
年代が低いほど高かった。ま
た、「平等になっている」と
回答した男性の割合が
31.3％だったのに対し、女
性は17.3％であった。

あらゆる機会や多様な媒体等
を通じた広報・啓発活動を行
う等様々な視点から施策を展
開していく。

糸魚川市男女共同参画に関する市民
アンケート

環境生活課 ％ 56.9 55.5 70.0 未達成
平成27年度から1.4ポイント
低下し、目標値も14.5ポイ
ント達成できなかった。

平成27年度から1.4ポイント
低下した。「そう思う」と回
答した人の割合が前回調査と
比較して、2ポイント増加し
た。

男性、女性共に、若い年代ほ
ど「そう思わない」と回答す
る人の割合が高く、年代によ
り意識の差がある。

あらゆる機会や多様な媒体等
を通じた広報・啓発活動を行
う等様々な視点から施策を展
開していく。

糸魚川市男女共同参画に関する市民
アンケート

環境生活課 ％ 31.1 41.6 60.0 未達成

平成27年度から10.5ポイン
ト増加したが、目標値は
18.4ポイント達成できな
かった。

平成27年度から10.5ポイン
ト増加した。知っている人の
割合が、女性では52.2％、
男性では25.8％だった。

「名称、内容を知っている」
人の割合は増加しているが、
依然として認知度は低い。

相談しやすい環境整備を進め
るため、情報提供を引き続き
行っていく。

糸魚川市男女共同参画に関する市民
アンケート

環境生活課 ％ 26.9 27.2 27.1 25.8 25.0 25.2 25.5 25.9 25.7 40.0 未達成
R8年度の目標値には依然乖
離がある。

平成29年度を境に割合が低
下したが、年度を追うごとに
改善傾向にある。

各課への呼びかけは行ってい
るが、団体構成員に女性が少
ない等の原因により女性の登
用が進まない。

委員改選時における女性の推
薦依頼を団体へ要請するな
ど、改選前の割合を下回らな
いよう各課へ働きかける。

内閣府男女平等推進施策の推進状況
調査

分野２　子ども・若者

担当課 単位 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R４年度
R５年度
現状値

R８年度
目標値

R５
R８

達成状況 現状分析 現状の課題 今後の施策展開 参考資料・データの出典

こども課 ％ 39.2 43.9 52.4 33.9 70.0 未達成 目標値に達していない。
平成27年度以降、徐々に上
昇していたが、令和４年度調
査で低下した。

多様化するニーズへの施策展
開をどのように実施すべき
か。施策の見える化も検討。

引き続きニーズを踏まえた施
策の検討を進める。

第2期糸魚川市子ども・子育て支援
事業計画（令和２年度～令和６年
度）

小学６年 ％ 81.9 83.3 82.4 81.8 85.0 未達成

中学３年 ％ 87.1 87.5 86.5 80.2 90.0 未達成

小学６年 ％ 98.8 98.3 99.3 98.1 100 未達成

中学３年 ％ 96.9 98.3 99.0 93.3 100 未達成

小学６年 ％ 80.0 83.0 未達成

中学３年 ％ 92.2 95.0 未達成

こども教育課 ％ 74.2 73.3 60.0 63.5 80.0 未達成 16.5％未達成である。

解消率は未達成であるが、
「いじめ」の法令理解が進
み、適切ないじめ認知や対応
につながっている。

安易に「解消」とせず、その
後の状況把握を重視する現状
を大切にしたい。

「いじめ見逃し0」の活動を
継続すると共に、今後もいじ
めの法令に基づいた適切な対
応に努めていく。

各学校から教育委員会への報告

分野３　高齢者

担当課 単位 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R４年度
R５年度
現状値

R８年度
目標値

R５
R８

達成状況 現状分析 現状の課題 今後の施策展開 参考資料・データの出典

福祉事務所 ％ 61.7 57.4 56.6 60.0 未達成
令和２年度とほぼ同数。目標
値に達していない。

コロナの影響もあり、他者と
の交流の場面が減った影響も
ある。

元気高齢者の社会参加と地域
支え合いのための人材育成。

生活支援体制整備事業の推
進。高齢者人材の活用。

糸魚川市高齢者福祉計画・第８期糸
魚川市介護保険事業計画（令和３年
度～令和５年度）

福祉事務所 人 2,911 3,255 3,376 3,805 3,896 3,958 4,186 4,242 4,342 4,300 達成 目標値を達成した。
ひとり歩きの対応を中心に、
認知症支援の地域づくりを進
めている。

若い世代への周知活動が不十
分。

学校・職域など幅広い年代に
対しての周知活動を行う。

糸魚川市高齢者福祉計画・第８期糸
魚川市介護保険事業計画（令和３年
度～令和５年度）

福祉事務所 件 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 未達成
市民後見人が受任するケース
がなかった。

市民後見人が単独で受任する
ための体制整備が必要。

市民後見人を支える体制づく
り。

中核機関を位置づけ、市民後
見人だけでなく後見人支援の
体制づくりを行う。

糸魚川市高齢者福祉計画・第８期糸
魚川市介護保険事業計画（令和３年
度～令和５年度）

全国学力・学習状況調査
令和４年度から本項目の設問が削除
された。

認知したいじめの解消率

指標名

生きがいのある人の割合

認知症サポーター累計養成数

市民後見人受任ケース数

特に小学校において、自分の
考えなどをきちんと表現する
指導の充実を図る。

こども教育課

「自分の思っていることや感じ
ていることをきちんと言葉で表
すことができる」と思う子ども
の割合

令和３年度、小学生で3％、
中学生で2.8％未達成であ
る。

全国学力テストにおいて、令
和3年度に新設設問のため前
年度との比較不能。

中学生の達成率と比較し、小
学生の達成率が低い。

令和４年度以前の行事の精
選・人とのふれあいの制限に
より、かかわりの中で自己肯
定感を得る機会が減少した影
響がある。

意図的に自他を認め合う活動
を展開し、自己肯定感を高め
ていく。

全国学力・学習状況調査
令和2年度は、全国学力状況調査が
コロナ禍のため中止。当市独自調査
の数値。

こども教育課
「いじめはどんな理由があって
もだめだ」と思う子どもの割合

小学生で1.9％、中学生で
6.7％未達成である。

ほとんどの児童生徒にこの意
識が根付いているが、令和4
年度と比較し小・中学生とも
に減少している。

この理念は100％を達成しな
ければならない。

引き続き「いじめ見逃し０」
など強調活動と日々の指導や
活動を継続し、意識の高揚を
図る。

全国学力・学習状況調査
令和2年度は、全国学力状況調査が
コロナ禍のため中止。当市独自調査
の数値。

令和3、4年度と比較し小・
中学生共に減少している。特
に中学生の減少幅が大きい。

指標名

子育て環境に「満足」または「どちらかという
と満足」と回答する人の割合

こども教育課
「自分によいところがある」と
思う子どもの割合

小学生で3.2％、中学生で
9.8％未達成である。

各種審議会等における女性委員の割合

第２次糸魚川市人権教育・啓発推進計画　進捗管理シート

指標名

家庭生活で、「男女平等になっている」と回答
する人の割合

男性は仕事、女性は家庭を中心とする方がよい
の回答が「そう思わない」と答える人の割合

「女性のための相談室」を知っている人の割合

資料No.５



分野４　障がいのある人

担当課 単位 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R４年度
R５年度
現状値

R８年度
目標値

R５
R８

達成状況 現状分析 現状の課題 今後の施策展開 参考資料・データの出典

福祉事務所 ％ 16.4 8.9 30.0 未達成
令和４年度調査結果では、目
標値に対し約30％の達成率

法律の名称を知っている割合
は約25％だが、内容までと
なると10％に満たない。

法律等を知ってもらうことが
ゴールではなく、理解・行動
に繋げることが必要。

普及啓発活動を継続してい
く。

第７期ささえあいプラン市民アン
ケート

福祉事務所 ％ 21.3 40.0 未達成
令和8年度の目標値に対し約
50％の達成率

令和４年度調査結果では、調
査項目がないため現状値を把
握していない。

上記と同様。 上記と同様。
第７期ささえあいプラン市民アン
ケート

福祉事務所 ％ 33.1 30.0 40.0 未達成
令和8年度の目標値に対し約
80％の達成率

啓発活動を継続実施している
が、一定割合から横ばいの状
況になっている。

上記と同様。 上記と同様。
第７期ささえあいプラン市民アン
ケート

福祉事務所 人 16 19 23 25 16 達成
就労移行支援を実施する事業
所(2か所）で対応しており、
目標値を達成した。

高田特別支援学校白嶺分校と
の連携もあり、概ね計画どお
りサービス提供できた。

就労定着に向けたフォロー
アップが必要。

必要に応じて就労定着支援に
繋げる。

第6期糸魚川市障害者計画・障害福
祉計画第２期糸魚川市障害児福祉計
画（令和３年度～令和５年度）

福祉事務所 人 5 3 6 6 5 6 9 6 6 6 達成

就業・生活支援センター等の
働きかけにより、受け入れ企
業が定着しており、目標値を
達成した。

平成28年度に目標値より３
ポイント低い状況にあった
が、その後は、概ね目標値は
達成している。

一般企業の障害者就労への理
解や就労後の支援が必要。

引き続き、関係団体と連携
し、障害者就労への理解を進
める。

第6期糸魚川市障害者計画・障害福
祉計画第２期糸魚川市障害児福祉計
画（令和３年度～令和５年度）

４～６歳 ％ 58.6 78.7 80.0 未達成

小学校高学年 ％ 57.1 76.6 80.0 未達成

分野５　同和問題

担当課 単位 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R４年度
R５年度
現状値

R８年度
目標値

R５
R８

達成状況 現状分析 現状の課題 今後の施策展開 参考資料・データの出典

環境生活課 ％ 17.3 30.0 未達成
12.7ポイント達成できてい
ない。

「法律があることは知ってい
るが、内容はよく分からな
い」と回答した人の割合が
41.8％と選択肢で最も多
い。

人権三法の中で最も「法律の
内容を知っている」と回答す
る割合が高かったが、20％
未満である。

法律の名称だけでなく、概要
について理解してもらえるよ
うあらゆる機会や多様な媒体
等を通じた広報・啓発活動を
行う。

人権問題に関する市民意識調査

環境生活課 ％ 60.7 56.3 65.0 未達成
平成27年度から4.4ポイント
低下し、目標値も8.7ポイン
ト達成できなかった。

「子どもの意思を尊重する」
と「子どもの意思が強ければ
やむを得ない」を合わせた割
合も平成27年度から6.1ポイ
ント減少した。

「わからない」と回答した人
が5.1ポイント増加してお
り、問題意識が低下してい
る。

結婚差別について、正しい知
識・判断ができるように、広
報・啓発活動を行う。

人権問題に関する市民意識調査

市民課 人 68 98 117 127 144 177 191 215 232 300 未達成 目標値に達していない。
積極的な市民へのPRができ
ていないため登録者数が伸び
ない。

統一された運用を行える法整
備が必要。

人権研修会等の会場で申請書
配布や申請受付を行う。ま
た、市広報紙での周知と共に
市職員の登録を促す。

年度末時点における制度登録者数

分野６　外国にルーツがある人

担当課 単位 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R４年度
R５年度
現状値

R８年度
目標値

R５
R８

達成状況 現状分析 現状の課題 今後の施策展開 参考資料・データの出典

環境生活課 ％ 10.7 20.0 未達成
9.3ポイント達成できていな
い。

「法律の存在も内容も知らな
い」と回答した人の割合が
46.3％と選択肢で最も多
かった。

平成28年６月の施行から８
年が経過したが、認知度が低
い。

法律の名称だけでなく、概要
について理解してもらえるよ
うあらゆる機会や多様な媒体
等を通じた広報・啓発活動を
行う。

人権問題に関する市民意識調査

分野８　性的指向・性自認

担当課 単位 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R４年度
R５年度
現状値

R８年度
目標値

R５
R８

達成状況 現状分析 現状の課題 今後の施策展開 参考資料・データの出典

環境生活課 ％ 59.5 70.0 未達成
10.5ポイント達成できてい
ない。

男性の認知度が57.1％に対
し、女性は62.8％と5.7ポイ
ント認知度が高かった。

テレビや新聞で取り上げられ
る機会は増加したが、「知ら
ない」又は「無回答」を合わ
せると約４割にのぼる。

「ＬＧＢＴＱ」をテーマにし
た映画上映会、講演会を開催
するなどの啓発活動を行う。

糸魚川市男女共同参画に関する市民
アンケート

ヘイトスピーチ解消法について「法律の内容を
知っている」と回答する人の割合

指標名

「ＬＧＢＴＱ」の認知度（知っている人の計）

第３次糸魚川市親子保健計画（平成
28年度～令和５年度）
糸魚川市第３次親子保健計画 最終
評価アンケート

指標名

部落差別解消法について「法律の内容を知って
いる」と回答する人の割合

「同和地区出身者との結婚について、子どもの
意思を尊重する」と回答する人の割合

本人通知制度登録者数

指標名

隔年の講演会や発達の相談
会、乳幼児の健診など様々な
機会を通して周知・啓発を行
う。

こども課
発達障がいという言葉を「知っ
ていて意味も理解している」と
答える保護者の割合

令和8年度の達成目標に近づ
いている。

啓発活動を継続実施している
ことで、少しずつ前進してい
るものと推定。

今後も地道な、周知・啓発を
継続する必要がある。

福祉施設から一般就労への移行者数

指標名

障害者差別解消法について、「法律の内容を
知っている」と回答する人の割合

障害者差別解消法の「合理的配慮」の認知度

障がいのある人への理解や差別の解消が「進ん
だ」、「やや進んだ」と思う市民の割合

就労移行支援事業の利用者数


